
第13期 中間報告書
自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日（ ）



株主の皆様へ

株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のことと

お慶び申し上げます。

また、平素は格別なるご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社グループ第13期中間連結会計期間（自 平成19

年4月1日 至 平成19年9月30日）を終了いたしましたので、

ここに営業の概況等につきご報告申し上げます。

当中間連結売上高は784百万円（前年同期比　126.6%）、

営業利益は260百万円、経常利益は260百万円、純利益は

143百万円となり、前年同期を上回りました。なお、売上

原価は、前年同期を上回ったものの、販売費及び一般管理

費については人員の見直しを行ったため減少しました。

当中間期の各市場の状況は次の通りです。

企業向け市場においては、前連結会計年度下期より「日

本版SOX法」（内部統制）のためのIT対応を行う企業が増

加しており、従業員のウェブアクセスの制限に加え、その

アクセスログの保存と分析という手法をとる企業が増加し

てまいりました。これら企業の情報システム管理者に対し

て、当社製品の優位性や独創性を訴えることができた結果、

その機能と利便性が高く評価され、売上を増加させるに至

りました。

また、メールの利用管理とスパムメール対策の機能を有

した「m-FILTER」の市場への浸透を推し進めると共にラ

インナップの強化として「m-FILTER」for Linuxの出荷を

開始し、既存「i-FILTER」ユーザーを中心にした導入見込

み企業の獲得に注力いたしました。

これらの結果、企業向け市場における売上高は前年同期

を大きく上回り、344百万円（前年同期比　164.4%）とな

りました。

公共向け市場においては、昨今の文教市場の案件大型化

によるライセンス単価の低下傾向の影響などにより、前年
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同期を下回る計画でした。しかし、当連結会計年度に入り、

これまで築いてまいりました販売代理店との協力体制や主

要都市に各支店（営業所）を配置したエリア別営業戦略の

展開が順調に機能したことで、特に自治体への販売を拡大

することが出来ました。

これらの結果、公共向け市場における売上高は332百万

円（前年同期比　105.7%）となりました。

家庭向け市場においては、特に啓蒙普及活動が重要と考

え、夏商戦に向けたキャンペーンの実施や、これに関連し

た映画とのタイアップ広告、首都圏を中心としたJR東日本

における車内広告などを実施いたしました。また、当社も

参画しているインターネットの普及に関連する業界6団体

が策定した「フィルタリングの普及啓発アクションプラン

2007」における活動なども行いました。

また、当中間期において、家庭向けパソコンへの標準搭

載やISP / ASP経由などによるWebフィルタリングサービ

スの提供社数も増加しました。さらに、パソコン以外でも

任天堂株式会社の「Wii®」のユーザー向けサービス「i-フ
ィルター for Wii®」、並びに株式会社ソニー・コンピュー
タエンタテインメントの「PLAYSTATION 3®」のユーザ
ー向けサービス「i-フィルター for PS3™」の提供を開始し、
主力ゲーム機器に対するフィルタリングサービスの提供

は、すべて当社が獲得するに至っております。

これらの結果、当中間連結会計期間における家庭向け市

場での売上高は107百万円（前年同期比　112.1%）となり

ました。

次に、通期の業績予想について申し上げます。平成19年

11月6 日に「業績予想の修正に関するお知らせ」にて発表

いたしましたように、下期（平成19年10月１日～平成20年

3月31日）においても、企業向け市場における当社フィル

タリングソフトの需要は継続して高まるものと思われ、さ
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らに対応プラットフォームを拡大したメールフィルタリン

グソフト「m-FILTER」の導入先拡大と相まって、当社グ

ループの売上は企業向け市場を中心に順調に拡大していく

と予想しております。

その結果、当社グループの通期連結業績見通しとしまし

ては、売上高1,645百万円、経常利益526百万円、当期純利

益285百万円を見込んでおります。

第3四半期以降における各市場での当社の取り組みにつ

いては次の通りです。

企業向け市場においては、企業の「日本版SOX法」（内

部統制）へのIT対応の必要により生じた需要拡大を背景に、

ウェブアクセスについては「i-FILTER」を、メール利用に

ついては「m-FILTER」と二つのフィルタリング製品の販

売を同時に推し進めることによるシナジー効果の拡大に努

め、また、企業のIT需要に対して、ユーザーの新たなニー

ズをいち早く製品に反映し、これまで以上に当社ソリュー

ション群への信頼を強固にし、当社ユーザーと売上の拡大

に努めてまいります。

公共向け市場においては、市町村の合併に伴い、学校を

中心とする文教案件はこれまでの学校単位での導入から、

教育委員会単位での一括導入といった案件の大型化がみら

れ、これに伴ってライセンス単価低下傾向が続いておりま

す。こうした環境の下、好結果を残しているエリア営業を

通じ、他社からの乗り換え案件への取り組みや新規案件の

発掘などを強く推し進めてまいります。

また、地方自治体や官公庁などの案件獲得もさらに推進

し、一層の売上向上と、翌年度以降の入札案件へのいち早

い対応により、確実な売上獲得に向けた活動に注力してま

いります。

家庭向け市場においては、これまで以上に啓蒙普及活動
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を強化します。さらに大型家電量販店のサービスカウンタ

ーにおいて、「i-フィルター」のインストールサービスを開

始するなどの新たなプッシュ型営業を展開することで、売

上の拡大を目指してまいります。

インターネットの普及と発展は、今後もこれまで以上の

ペースで進んでいくものと予想されます。これに伴い、ラ

イフスタイルなどもこれまで想像し得なかった形に変化し

ていくものと考えられます。

今後もこれらの変化に柔軟に対応し、「より便利な、よ

り快適な、より安全なインターネットライフに貢献してい

く」という当社グループの経営理念に基づいた事業を積極

的に展開していくことで、全社一丸となって企業価値の向

上に努めてまいる所存です。

引き続き、株主の皆様の暖かいご支援を賜りますよう心

よりお願い申し上げます。

平成19年12月

代表取締役社長 道具　登志夫
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当中間連結会計期間末
（平成１9年９月３０日現在）

前中間連結会計期間末
（平成１8年９月３０日現在）科　　目

構成比金　　額構成比金　　額

％％
（資　産　の　部）

７２．１１，５０２，９７６６７．０１，１９８，７６８流　 動　 資　 産
９３９，３４６６６４，９９０現 金 及 び 預 金
５１１，６７１４７７，２０７受取手形及び売掛金
３，２８６３，７６０た な 卸 資 産
２８，４３５２８，８９０繰 延 税 金 資 産
２０，５１５２４，１９５そ の 他
△２７８△２７６貸 倒 引 当 金

２７．９５８０，４４４３３．０５９０，０６８固　 定　 資　 産
５９，１３０６７，３５２有 形 固 定 資 産
４５０，３４７４４９，４０８無 形 固 定 資 産
１２８，７５６１８０，２５８の れ ん
２７３，９９１１５６，４６０ソ フ ト ウ ェ ア
４２，７９１１０７，００３ソフトウェア仮勘定
４，８０８５，６８５そ の 他
７０，９６７７３，３０７投資その他の資産
５５２２，９２５繰 延 税 金 資 産

６８，７６５６９，２６５敷 金 保 証 金
１，６４９１，７６１そ の 他
―△６４４貸 倒 引 当 金

１００．０２，０８３，４２１１００．０１，７８８，８３６資 産 合 計

％％
（負　 債　 の　 部）

１５．１３１５，４３９１５．６２７８，５２７流　 動　 負　 債
１，３１５１，５１７買 掛 金
２５，０００３０，０００短 期 借 入 金
３５，４４８８６，４４８１年以内返済長期借入金
１２５，０９０４４，３９０未 払 法 人 税 等
３５，３４２３７，８０８賞 与 引 当 金
９３，２４２７８，３６３そ の 他

０．１１，９２４２．１３７，８７２固 定 負 債
１，９２４３７，３７２長 期 借 入 金
―５００そ の 他

１５．２３１７，３６３１７．７３１６，３９９負 債 合 計

（純　資　産　の　部）
株 主 資 本

３２．６６７９，０２０３７．５６７０，２０９資 本 金
３２．０６６５，６５６３６．７６５６，８４５資 本 剰 余 金
２０．２４２１，３８１８．１１４５，３８３利 益 剰 余 金
８４．８１，７６６，０５８８２．３１，４７２，４３７株 主 資 本 合 計
８４．８１，７６６，０５８８２．３１，４７２，４３７純 資 産 合 計
１００．０２，０８３，４２１１００．０１，７８８，８３６負 債 純 資 産 合 計

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

中間連結貸借対照表
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（単位：千円）

当中間連結会計期間

自　平成19年４月１日（至　平成19年９月30日）
前中間連結会計期間

自　平成18年４月１日（至　平成18年９月30日）科　　目

百分比金　　額百分比金　　額

％％

１００．０７８４，８０１１００．０６２０，１３７売 上 高

２２．５１７６，５０３２４．２１５０，３７８売 上 原 価

７７．５６０８，２９７７５．８４６９，７５９売 上 総 利 益

４４．４３４８，２３０５９．２３６６，９０２販売費及び一般管理費

３３．１２６０，０６７１６．６１０２，８５６営 業 利 益

０．２１，７９８０．０２００営　業　外　収　益

７８４７１受 取 利 息

４１３９受 取 手 数 料

７５２―源泉所得税還付金

２１４―消 費 税 還 付 金

５８９そ の 他

０．1１，２４５０．４２，５２８営　業　外　費　用

９２０１，４５９支 払 利 息

３２４１，０６２株 式 交 付 費

―0６そ の 他

３３．２２６０，６２０１６．２１００，５２８経 常 利 益

――――特　 別　 利　 益

０．１７２０２．６１５，８６９特 別 損 失

３３．１２５９，８９９１３．６８４，６５８税金等調整前中間純利益

１５．３１１９，９７６５．４３３，５１０法人税、住民税及び事業税

△０．５△３，９９８１．３８，１０３法 人 税 等 調 整 額

１８．３１４３，９２２６．９４３，０４３中 間 純 利 益

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

中間連結損益計算書
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当中間会計期間末
（平成１9年９月３０日現在）

前中間会計期間末
（平成１8年９月３０日現在）科　　目

構成比金　　額構成比金　　額

％％
（資　産　の　部）

６８．４１，４８０，７３５６４．８１，１８０，８８１流　 動　 資　 産
９２１，５５３６６２，５５６現 金 及 び 預 金
２２，０５６３０，７１３受 取 手 形
４７５，８４５４２７，４７９売 掛 金
２，７４３３，０５３た な 卸 資 産
２８，４３５２８，８９０繰 延 税 金 資 産
３０，１０１２８，１８８そ の 他

３１．６６８３，５０９３５．２６４１，２３７固　 定　 資　 産
５８，５９４６６，４４７有 形 固 定 資 産
３１６，４９９２６４，０００無 形 固 定 資 産
２６８，９００１５２，６１９ソ フ ト ウ ェ ア
４２，７９１１０５，６９６ソフトウェア仮勘定
４，８０８５，６８５そ の 他
３０８，４１５３１０，７８９投資その他の資産
２１１，２００２１１，２００関 係 会 社 株 式
９７，２１５９９，５８９そ の 他

１００．０２，１６４，２４５１００．０１，８２２，１１９資 産 合 計

％％
（負　 債　 の　 部）

１３．３２８６，９８３１３．４２４３，８４４流　 動　 負　 債
１，３１５１，５１７買 掛 金
３３，０００８４，０００１年以内返済長期借入金
１２５，０００４４，３００未 払 法 人 税 等
３５，３４２３７，３２８賞 与 引 当 金
９２，３２４７６，６９９そ の 他

――１．８３３，５００固 定 負 債
―３３，０００長 期 借 入 金
―５００そ の 他

１３．３２８６，９８３１５．２２７７，３４４負 債 合 計

（純　資　産　の　部）
株 主 資 本

３１．４６７９，０２０３６．８６７０，２０９資 本 金
資 本 剰 余 金

６６５，６５６６５６，８４５資 本 準 備 金
３０．７６６５，６５６３６．０６５６，８４５資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
５３２，５８５２１７，７２０その他利益剰余金

２４．６５３２，５８５１２．０２１７，７２０利 益 剰 余 金 合 計
８６．７１，８７７，２６２８４．８１，５４４，７７４株 主 資 本 合 計
８６．７１，８７７，２６２８４．８１，５４４，７７４純 資 産 合 計
１００．０２，１６４，２４５１００．０１，８２２，１１９負 債 純 資 産 合 計

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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（単位：千円）

当中間会計期間

自　平成19年４月１日（至　平成19年９月30日）
前中間会計期間

自　平成18年４月１日（至　平成18年９月30日）科　　目

百分比金　　額百分比金　　額

％％

１００．０７６２，６７１１００．０５９４，０８１売 上 高

２２．６１７２，６４４２５．０１４８，６００売 上 原 価

７７．４５９０，０２６７５．０４４５，４８０売 上 総 利 益

４１．２３１４，３１４５６．０３３２，３３５販売費及び一般管理費

３６．２２７５，７１２１９．０１１３，１４４営 業 利 益

０．８６，４２９０．８４，４８４営 業 外 収 益

１，０３４６８４受 取 利 息

５，３９４３，８００そ の 他

０．４２，９８４０．６３，７５５営 業 外 費 用

６７５１，３５０支 払 利 息

３２４１，０６２株 式 交 付 費

１，９８３１，３４２そ の 他

３６．６２７９，１５７１９．２１１３，８７３経 常 利 益

――――特　 別　 利　 益

０．１７２００．９５，４０９特 別 損 失

３６．５２７８，４３６１８．３１０８，４６４税 引 前 中 間 純 利 益

１５．７１１９，８８３５．６３３，４２０法人税、住民税及び事業税

△０．５△３，９９８１．４８，１０３法 人 税 等 調 整 額

２１．３１６２，５５２１１．３６６，９３９中 間 純 利 益

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

―８―

中間損益計算書



会社の概要（平成19年９月30日現在）

デジタルアーツ株式会社

Digital Arts Inc．

平成７年６月21日

東京都千代田区永田町二丁目13番10号

インターネットセキュリティ関連ソフトウェアの
企画・開発・販売

679, 020, 830円

69名

株式会社アイキュエス

―９―

社 名

英 文 社 名

設 立

本店所在地

事 業 内 容

資 本 金

従 業 員 数

グループ会社

役　　　員（平成19年９月30日現在）

道　具　登志夫

高　橋　則　行

宮　　　真　樹

眞　田　久　雄

若　井　修　治

窪　川　秀　一

上　杉　昌　隆

代表取締役社長

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

株式の状況（平成19年９月30日現在）

会社が発行する株式の総数 450, 360株

発行済株式の総数 138, 219株

株主数 12, 563名



大株主（平成19年９月30日現在）

株主名 持株数（株） 議決権比率（％）

道具　登志夫 53, 235 38．51

大阪証券金融株式会社 912 0．66

910 0．66

道具　勇夫 720 0．52

岩崎　明美 720 0．52

宮　　真樹 561 0．41

マネックス証券株式会社自己 499 0．36

掛川　操 486 0．35

大和証券株式会社 464 0．34

今田　洋一 451 0．33

―１０―

バンクオブ ニューヨーク ジーシーエム
クライアント アカウンツ イー アイエスジー

所有者別株式分布（平成19年９月30日現在）

所有者区分 株主数（名） 株式数（株） 株式数比率（％）

個人・その他 12, 452 129, 784 93．90

金融機関 3 1, 020 0．74

その他国内法人 66 1, 923 1．39

外国人 23 2, 851 2．06

証券会社 19 2, 641 1．91



株　主　メ　モ
４月１日から翌年の３月31日まで

６月に開催いたします。

定時株主総会の議決権　３月31日
期末配当金　　　　　　３月31日
中間配当金　　　　　　９月30日

東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

東京都杉並区和泉二丁目８番４号
（〒168- 0063）
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
（証券代行事務センター）
TEL  0120- 78- 2031（フリーダイヤル）

中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

電子公告

事 業 年 度

定時株主総会

基 準 日

株主名簿管理人

同事務取扱所
電 話 問 合 せ
郵便物送付先

同 取 次 所

公 告 の 方 法

「より便利な、より快適な、より安全な
インターネットライフに貢献していく」

電子公告掲載のホームページアドレス
http://www.daj.co.jp/ir/ir_koukoku.htm

電子公告ができない場合の公告掲載新聞
日本経済新聞

※貸借対照表及び損益計算書を下記当社ホームページ
アドレスに掲載しております。
http://www.daj.co.jp/ir/ir_kessan.htm

お知らせ
住所変更、名義書換請求及び配当金振込指定に必要な各用紙のご
請求は、株主名簿管理人のフリーダイヤル又は同社ホームページ
で24時間受付しております。

70120－87－2031
http://www.chuomitsui.co.jp/person/p_06.html

www.daj.co.jp

（ ）


